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１．まえがき  

 神奈川県横浜市を流れる帷子川において，アユを含めた多様な水生生物の遡上・降河が可能な環境にするこ
とを目的に魚道整備が計画されている．帷子川では神奈川県および横浜市が管理する河川横断工作物が存在し，
落差の大きい箇所には魚道整備をする必要がある．その中の一つに，神奈川県が管理する分水施設がある（写
真１）．写真で示されるように，本川に洪水調節するための堰（マウンド部）が設置され，堰の中央部が幅 1m
のスリットになっているため，通常時の流量規模ではスリットからの流出速度が速く，遡上することは困難な
状態となっている．このような堰に魚道整備する場合，従来の洪水調節機能が損なわれないように整備する必
要がある．また，本川の堰下流側で様々な洪水規模に応じた減勢機能が確保されているのかを確認する必要が
ある． 
遊泳魚ばかりでなく，底生魚，甲殻類，貝類の遡上・降河を配慮した魚道形式として，プール式台形断面魚

道 1)が挙げられる．台形断面魚道の場合，洪水時に輸送される砂礫等がプール内に堆積しにくく，排出機能を
有している 2)．また，張り出し型魚道周辺の減勢処置として階段状水路が有効である 3)ことが示されている．
これらのことを参考に魚道整備を検討することが有効であると考えられる． 
ここでは，分水設備の本川側に設置されている洪水調節するための堰（マウンド部）に設置する魚道工を提

案し，その特徴を説明した．また，提案魚道工を設置したときに，従来の洪水調節機能が維持されているのか
を検討した結果を示した．さらに，様々な洪水時において魚道工周辺の流況を示し，減勢機能が確保されてい
ることを示した．通常時の流況についても実験によって明らかにし，遡上環境について考察した． 

 

２．実験 

 洪水調節するための堰（マウンド部）に設置する魚道工について洪水時を主とした水理機能を検討するため，
水路幅 B = 80cm，水路長 15m を有する長方形断面水平水路に 12.9 分の１の縮尺模型を設置して実験を行った
（水路下流側に設置された全幅堰で流量測定を行った）．水深測定にはポイント・ゲージを用い, 流況の記録
にはデジタルカメラを用いた．実験はフルードの相似則に基づいて行った．実験条件として，通常時の流量(原
型換算値 Q=1.2 m3/s)のときに，堰下流側の水深が 35cm(原型規模)となるように水路下流端に設置されたゲー
トを堰上げて調整した．その時に堰上げたゲートの高さを一定にして，流量規模に応じた流況観察を行った． 
 

   
(a)本川に設置されている洪水調節堰              (b)分水路側の越流堰 
写真１ 分水施設の様子 
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写真２ 堰下流部に設置する魚道工の提案模型 
 

  
(a)露出射流が形成される流況(Q = 66 m3/s 時の流況の推定)    (b)偏向流況(Q = 5.7 m3/s 時の流況の推定) 
写真３ 魚道工を整備する前の洪水時における堰下流側の流況の推定（数値は原型換算値） 

 

流量の範囲として，実験装置の制約から 0.002 m3/s～0.127 m3/s(原型換算：1.2 m3/s～76 m3/s)までとした．
なお，計画流量は 150m3/s(原型規模)である．流量規模による堰上・下流側の水位変化を知るために，堰上・
下流側の水深[堰前面より 1 m(模型規模)上流側の断面，1.63 m(模型規模)下流側の断面，および 3.85m(模型
規模)下流側の断面での水深]を測定した． 
 
３．魚道工の提案 
写真２は洪水調節用の堰下流側に設置される魚道工の提案模型を示す．提案魚道工の特徴を以下に示す． 

・スリット幅(1m)が狭いため，魚道直上流部で縦横断方向に約 3.3m まで拡張したプール(底面から魚道天端ま
での高さ：50cm)を設けて，魚道に接続させる．なお，魚道内に遡上可能な流況が形成せれる適切な流量規
模を確保するため，横越流天端は魚道天端より 10cm 上方に位置する（数値は全て原型換算値）． 

・スリット下流端に 60 cm 径，高さ 1 m の円柱の鋼管を設置し，通常時の流量変動(原型換算：1.2～4 m3/s)に
おいても遡上可能な環境を維持するために，スリットから流出する流速を軽減する（数値は全て原型換算値）． 

・魚道形式をプール式台形断面魚道とし，魚道勾配 8 分の 1，側壁勾配を１：１，隔壁間落差を 20cm，隔壁
上流面の高さを 40cm，隔壁幅を 187 cm，隔壁越流面の勾配を 1：1，魚道幅を 3 m とする（数値は全て原型
換算値）． 

・横越流の際に高速流が底面に到達しにくいように，階段状水路（勾配 1：1，階段の１ステップ高さ：24.5 cm）
とする（数値は原型換算値）． 

・堰から越水した流れを利用した遊泳魚等が安全に降河できるようにし，さらに，中小洪水時の減勢工対策を
図るため，魚道両脇を水クッションとする．水クッションを確保するため，3 分の１勾配（1 ステップ 24.5cm）
の階段工を設ける（数値は原型換算値）． 

 
４．魚道工が設置される前の流況 
 魚道工が設置される前の洪水時における堰下流側の流況を推定したものを写真３に示す．流量規模が増加し，
Q = 45 m3/s より大きくになると，写真３(a)に示されるように，堰下流側で露出射流が形成される．このよう
な流況が形成された場合，護床ブロックでは河床保護するのは困難となることが推定される．流量規模が Q = 
6 m3/s より小さくなると，スリットのみ流れるようになり，急拡部において射流から常流へ遷移する流況 4)と
なる．この場合，写真３(b)に示されるように，スリットから流出する流れが偏向するようになり，非対称な
流況（偏向した流況）が形成させるようになる．これらのことから，洪水規模が Q = 45 m3/s より大きい場合
には現状の状態では減勢機能を十分に果たすことは困難であると推定できるため，護岸ブロック設置以外の減
勢工対策が必要である．このような背景からも減勢機能を持つ魚道工の整備が必要不可欠となる． 
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(a) Q = 74 m3/s 時の流況(上流側から見た流況)     (b) Q = 74 m3/s 時の流況(魚道工下流部の流況) 

    

(c) Q = 34 m3/s 時の流況(上流側から見た流況)     (d) Q = 34 m3/s 時の流況(魚道工周辺の流況) 

       

(e) Q = 9.3 m3/s 時の流況(上流側から見た流況)     (f) Q = 9.3 m3/s 時の流況(魚道工周辺の流況) 

写真４ 洪水時の流況 

    

(a) 通常時の流況(Q = 1.8 m3/s 時の流況)         (b) 増水時の流況(Q = 3.3 m3/s 時の流況) 

写真５ 遡上可能な流況 
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図１ 流量規模による堰上流側の水位変化 
 
５．魚道工およびその周辺の流況  
 写真４に洪水時の流況を示し，様々な流量規模に応じた流況について以下に説明する． 

流量規模が Q = 45 m3/s より大きくなると，写真４(a),(b)に示されるように，魚道工の箇所においては射流の
状態で乗り越えるが，魚道工直下流部で跳水が形成される．なお，魚道工直下流部で水叩きが確保されれば，
魚道工からの流れが安全に河川につながる． 
流量規模が Q = 40 m3/s から Q = 16 m3/s の範囲になると，写真４(c),(d)に示されるように，魚道上流端で水

跳ねが見られるが，魚道の脇の水クッションで跳水が形成され，減勢機能が発揮されている．また，魚道工下
流部の階段工によって流れが減勢され，階段工下流部の底面には主流が到達することはない． 
流量規模が Q = 15 m3/s より小さくなると，写真４(e),(f)に示されるように，魚道上流端での水跳ねはなくな

り，魚道工全体で減勢機能が発揮されている． 
 写真５に増水時を含む通常時の流況を示す．通常時の流況は，写真５(a)に示されるように，魚道ばかりで
なく，魚道の脇の水クッションを通しても通水した流れとなる．このことによって,水クッションで常に河川
水が循環することになり，水質が悪化する可能性はなくなる．また，増水時には，写真５(b)に示されるよう
に，魚道ばかりでなく，魚道の脇からも遡上可能な環境になっている．なお，スリットから流出する流速は円
柱の鋼管が設置されたことによって軽減され，遡上可能な流況となっている．ただし，通常時の流況について
は，模型スケールを変えて今後詳細にわたって検討する予定である． 
 
６．魚道工設置による堰上流側の水位変化に与える影響 
 堰下流側に魚道工を設置したことによって，流量による堰上流側の水位変化がどのように影響されるのかを
図１に示す．図中縦軸は堰の天端からの堰上流側の水位を原型換算値で示す．図に示されるように，魚道工が
設置された場合と魚道工が設置されていない場合の違いが小さく，同一の流量規模に対して水位差は 10cm(原
型換算)以内であった．なお，流量規模がさらに増加した場合，魚道工設置の影響はさらに小さくなる．以上
のことから，魚道工設置によって，従来の分水施設の機能が低下することはほとんどないことが推定される． 
 
７．まとめ 
 分水設備の本川側に設置されている洪水調節堰（マウンド部）に設置する魚道工を提案した（写真２）．提
案した魚道およびその周辺設備の通常時の機能および洪水時の減勢機能について示した．また，魚道工が整備
される前の洪水時の流況を推定し（写真３），提案した魚道工の必要性を示した．さらに，魚道工およびその
周辺の流況について実験的に推定し（写真４，５），その特徴を説明した．魚道工の設置が堰上流側の水位変
化に与える影響について実験的に検討した結果，設置前と 10cm 以内の水面差となり，魚道工の設置によって
洪水時の分水調節機能を低下することはほとんどないことを推定することができた． 
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